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0.はじめに 
 COVID-19(以下コロナと略記する)が世界各国で猛威を振るうようになって早くも 1 年
半が過ぎようとしている。この間、世界各国では期間の程度の差はあれど社会経済活動が
ストップし、それを補うような形でオンライン化がより一層進んだ。諸外国ではロックダ
ウンという法的拘束力を持った行動制限もあったことから、オンライン環境がなければや
っていけない状況が目の前にあったことも、この状況に拍車をかけたのかもしれない。日
本では行政サービスをはじめとしてオンライン化が諸外国と比較して社会全体に浸透して
おらず、また諸外国のようなロックダウンを実施することもなかったため、企業をはじめ
としてコロナ禍でオンライン化が進んだところとそうでないところが二極化する状況が続
いている。 
そんなオンライン化の影響は教育業界にも波及している。諸外国では教育のデジタル化
は進んでいたこともあってか、このコロナ禍でも学びの継続のために小学校・中学校でも
オンライン授業や動画配信が行われたことが、民間会社の調査でわかっている。その一方
で、日本では学校の一斉休校が行われた期間においても、オンライン授業や授業動画配信
などはほとんどの学校では行われず、その代わりに紙教材による課題提示のみが行われた
事がわかっている 1。 
このような状況の中で、教育業界の中でもオンライン化の影響を最も受けたのが大学で
あることは間違いないだろう。特に日本では小中高校が対面授業に戻っていったことに対
して、大学がオンライン授業などを展開するようになったこともその印象をより強めてい
る 2。 
実際、感染拡大の初期の頃から小中高校の一斉休校と足並みを揃えるように、大学の行

事や授業は延期やオンライン実施という形となり、昨年度の春学期は首都圏の学生を中心
にキャンパスに足を運ぶ事ができなかった。また、昨年度の秋学期は対面授業を再開させ
た大学も多く、半数以上の大学が授業全体の半分以上で対面授業を実施予定 3としていた
が、地域間で差があったことが調査からわかっている 4。今年度も昨年度の後期に引き続
き多くの大学で対面授業を再開させようとする動きが強まったが 5、コロナの感染状況が
悪化する状況が続いており、秋学期においてもデルタ株の感染拡大等によって学期当初は
オンライン授業が中心的に行われてきた 6。デルタ株の影響が弱まった影響で徐々に対面
の割合を増やそうとしているところであるが、感染拡大が起こる可能性がある中で慎重に

                                                      
1 スプリックス基礎学力研究所,2021. 
2 端末についてはほとんどの小中学校に納品が完了している(文部科学省, 2021a)。しかし、小中学校のオンライン化は
進んでいない(例えばデルタ株の時期の小中学校の対応を参照のこと(文部科学省, 2021c))。小中学校のオンライン授業
の問題については妹尾,2021a、佐藤,2021 が詳しい。 
3 文部科学省, 2020a,c,d 
4 堀, 2021, pp.34-37・文部科学省,2020b. 
5 文部科学省, 2021b. 
6 読売新聞社, 2021. 



ならざるを得ず、現在でもリアルの場が十分に得られているとは言えない状況が続いてい
る。 
このようなオンライン化に伴うリアルの場の減少は授業だけにとどまらない。例えば、
部活動やサークル活動は感染拡大に留意しながら活動を行う方針が出されているものの
7、感染拡大などに伴い対面で活動できたりできなかったりということが続いている状況で
ある 8。また、アルバイトもこのコロナ禍で職種によっては影響を被ったことに起因して
か、複数の調査によればアルバイトを行っていると回答している割合が、コロナの影響が
出る前に行われた調査よりも減少する結果となった 9。 
 このような大学の状況に対して様々な調査研究が行われ、様々な論者によって今後の大
学論が論じられた。主なテーマとしてはオンライン授業の問題、大学生のヘルスケアの問
題、学費などの学生の貧困問題やコロナ以前からあった大学運営などの問題など多岐にわ
たる 10。 
 そうした調査研究を元に本論考はオンライン授業をどのような形式で、どのくらい実施
したら良いかということについて論じる。以下ではどのような形で議論を進めていくか、
ということについて本書の構成とともに述べていく。 
第 1章では、どのような形式で授業が行われることが望ましいと考えられるか、という

ことについて考察していく。そのためにまずはオンライン授業の形式や対面授業とオンラ
イン授業を組み合わせて行うハイブリッド授業の分類について確認する。その上で昨年の
オンライン授業に関するアンケート結果をもとに、学生や教員が回答したオンライン授業
やハイブリッド授業の授業アンケート調査などから、どのような授業形態が望ましいと考
えているかということについて整理する。 
第 2章ではコロナ禍で行われた学生に対する心身の健康に関する研究などを中心とし

て、オンライン授業が実施されることによって学生に及ぼす身体的・精神的な影響につい
て整理する。それらを確認しながらどの程度の日数をオンライン授業をすることが望まし
いかということについて考察する。 
  

                                                      
7 脚注 5 を参照のこと。 
8 NHK, 2021. 
9 マイナビ,2020、マイナビ,2021、全国学生生活共同組合連合会,2021. 
10『現代思想』, 2020(10)や『中央公論』, 2021(2)がある。 



1. 望ましい授業の方法について 
1.1 大学における授業方法の分類 
 まずは、大学における授業方法としてどのようなものが考えられるか、ということにつ
いて整理するところから始める。 
 大学における授業方法としては以下の 3つの分類を与えることができる。 

1 つ目としてはコロナが蔓延する前まではほとんどの大学で行われていた授業方法であ
る対面授業という形である。 

2 つ目としてはその科目全てをインターネット上で実施するオンライン授業という形式
であり、オンデマンド型と同時通信型とに分けることができる。特に 2020 年度の春学期
に大学で多く行われた授業方法であり、現在でも主流の授業方法である。基本的には吉見
俊哉が指摘する通り「少人数・同時配信型もしくは大教室・オンデマンド型」11として授
業が展開されることが多い。 
最後に対面授業とオンライン授業を組み合わせた形で行われるハイブリッド授業があ

る。ハイブリッド授業にもいくつか種類を考えることができ、例えば田口真奈は「学生が
対面授業時に、オンラインにも存在する・しない、という軸と、学習内容が同じ・異なる
という軸」12で分類することによって「ハイフレックス型」、「分散型」、「ブレンド型」と
いう 3 種類の分類を提案している(本論考では以下大学の授業形式を上記のような分類の
もとで呼ぶこととする)。次項に対面授業・オンライン授業・ハイブリッド授業の分類・特
徴及び課題を表として整理してまとめた。 
 
1.2 2020 年度学生オンラインアンケートの結果について 
 次に、これらの授業形態で行われた授業が学生たちからどのような評価を受けてきたか
ということを確認する。ここで取り上げるのは早稲田大学の 2020 年度に行われたオンラ
イン授業アンケートに関する報告書『2020年度学生オンライン授業アンケート報告書』で
ある 13。この報告書を授業形式のあり方というポイントで要約すると次のようなことがわ
かる: 
  

                                                      
11 堀, 2021, p.198. 
12 田口, 2020, p.68. 
13 遠藤[ほか]著, 2021.伊藤, 2021、光本, 2021 も参照のこと。 



表 1 対面授業の特徴及び課題とオンライン授業の分類,特徴及び課題 14 
 対面授業 オンデマンド型 同時通信型 
特
徴 

コロナ禍以前ほとんどの
大学で行われていた授業
方式。全ての授業回がキ
ャンパス内の教室で行わ
れる。メリットとしては
学生間のコミュニケーシ
ョンがオンラインと比べ
て容易であることや学生
の反応を確認しながら授
業を行うことができる点

がある。 

授業資料や講義ビデオを
LMS などにアップロードし
学生に課題を提出してもらう
ことで成績評価を行う形式。

MOOC(Massive Open 
Online Course)15もこの形式
に含まれる。メリットとして
は学生が好きなタイミングで
視聴できることや同時通信型
に比べてデータ容量が少なく
済むことが挙げられる。 

教員・学生が Zoomな
どのアプリケーションを
利用しビデオや音声など
をリアルタイムに受信し
ながら授業を受ける形
式。メリットとしてはリ
アルタイムに意見交換が
できる点や対面授業に近
い形式で授業が行うこと
ができる点が挙げられ

る。 
課
題 

通学時間が人によっては
非常に多くの時間がかか
ることやコロナ禍におい
ては感染リスクが伴うこ

とが挙げられる。 

双方向型とは異なりコミュニ
ケーション手段が少ないため
教員側がコミュニケーション
手段を設けることが必要にな

ってくる。 

大量のデータ通信量が消
費されるため教員や学生
の通信環境を整える必要

性がある。 

 
  

                                                      
14 京都大学,[2020b]や北海道大学,[2020]を元に筆者が表を作成した。 
15MOOC とは「インターネットを通じて配信される無償または安価で受講できる講義」のことである。米国や西欧で
普及したが、近年では履修登録者の数に対して履修を完了する人が少ないことが指摘されている。MOOC の上記定義
は京都大学,[2020a]。諸外国の動向は Bates, 2021(原著は Bates, 2019),日本の MOOC としては JMOOC,[2021]を参照
した。 



表 2 ハイブリッド授業の分類,特徴及び課題 16 
 ハイフレックス 17型 分散型 ブレンド型 
特
徴 

対面・オンライン(同期・非
同期の両方が可能)のいずれ
かを選択することのできる
授業方式 18。メリットとし
ては受講者は対面かオンラ
インかを選択できることや
対面授業ができなくなった
場合にフルオンライン化が
容易であることが挙げられ

る。 

受講者を半分に分け半
分に対面授業、残り半
分にオンライン授業を
受講させ、各回毎に入
れ替える方法。メリッ
トとしては今回のコロ
ナ禍のように受講者を
制限しなければならな
い場合に授業期間を延
長することなく授業を
実施できる点である。 

対面授業とオンライン授業
を実施する回を分けて行う
方法 19。全ての学生が同じ
授業形態を受けることが特
徴である。メリットとして
は授業の目的に合わせて
（教授者が）授業形態を選
択しているため学習効果が
高いことが挙げられる。 

課
題 

対面とオンラインの両方の
学習環境を整える必要性が
あるため教員の負荷が増大
することが挙げられる。ま
た、学習の同質性を担保す
るためには TAなどの設置
が望ましいがそのような人
的リソースの不足の解消が

必要。 

オンライン授業と対面
授業の二つの授業の両
方の準備を並行して行
う必要があるため、教
員の負荷がとても高い
点が挙げられる。 

対面授業の実施時期がクラ
スの関係性を築くセメスタ
ーの早い時期など一部時期
に重なる可能性がある。そ
れゆえ、コロナ禍において
は、キャンパス内での感染
リスクを伴うことが挙げら

れる。 

 
  

                                                      
16 田口, 2020 や京都大学,[2020c]をもとに作成した。ただし、脚注 17,脚注 19 も参照のこと。 
17 ハイフレックス(HyFlex)とは Brian J.Beatty の造語でハイブリッド(Hybrid)とフレキシブル(Flexible)を組み合わせた
語である(Beatty, 2019).ハイフレックス授業について書かれた日本語の論文として中島, 2021 がある。 
18 HyFlex 授業の定義は San Francisco State University, 2016 を参照のこと 
19 ブレンド型授業のブレンドが何をブレンドさせたものなのかということについては議論があり、例えば Grahamの
議論がある(Bonk・Graham, 2006).日本語で読めるブレンド型授業の文献として澁川, 2021 がある。 



(1)オンライン授業の中でもオンデマンド型授業 20の方が同時通信型授業(リアルタイム型
授業)よりも不満な授業が多く、特に課題提示型授業については有益な授業と答えた割合が
かなり低かったことである 21。(2)次に、どこで有益な授業と不満な授業が分かれたかとい
うことについて分析を行なったところ、有益な授業と不満な授業とで差がついたものとし
て[1]課題にフィードバックがあること[2]授業内容や授業の進め方に学生の意見が反映さ
れるような授業であること[3]授業内で履修者の発言があること 22という 3点で評価が分か
れたことがわかる。 
 
1.3 報告書の検討 
前章の(1),(2)のような評価になった理由についてもう少し検討してみよう。 
まず、(1)のオンデマンド型授業の方がリアルタイム授業より不満な授業が高くなった原
因についてオンデマンド形式の代表例である MOOCに関する研究を基に考察したい。 
ミシェル・デミュルジェは様々な MOOCに関する様々な研究について調査し、

[1]MOOCは受講者が多い一方で履修放棄者も 90%〜95%と非常に高く、学習意欲の継続
が難しいこと[2](Michael Dubson らの研究 23を引用しながら)MOOCを継続する学生の傾
向としてある程度知識のある優秀な学生が多いことなどから「ムークは大多数の学生にと
って簡単な解決法ではなく、意欲も湧かず、有効でもないということだ。それらを自分の
ものにするには、時間と努力と勉強と、前もってのしっかりした知識と、知的に(非常に)
成熟していることが必要なのである」24とムークは限られた人にしか有効ではないという
ことを述べている。 
こうした研究結果を見るとこのコロナ禍で行われたオンデマンド授業でもこれらの状況
が発生したことが推測できる。特に 1年生などは学習方法などがわからない状態でオンデ
マンド授業を履修することになった。そのこともあって十分に集中力が続かない状況が続
いたと考えられる 25。 
次に(2)の学生が有益な授業と不満な授業との差が大きかった授業の特徴について高等研
究の第一人者である Arthur W. Chickeringらの研究をもとに考察する。 
Arthur W. Chickering らは優れた高等教育実践について研究を行い、優れた教育実践を行
うための条件として：(1)教員とのコミュニケーション、(2)学生間の対話の機会、(3)アク
ティブラーニングの導入、(4)適切なフィードバック、(5)課題の効果的な時間配分、(6)学

                                                      
20 調査報告書の区分では「課題提示型」、「オンデマンド型」、「リアルタイム型」と三つに分けている。基本的にはオ
ンデマンド型の中で課題提示型について言及する。 
21 遠藤[ほか]著, 前掲書, p38, 44;武蔵川女子大学,2020; 学習院大学, 2021, pp.25-27. 
22 遠藤[ほか]著, 前掲書, p.32, p.45. 
23 Michel, et al., [2014] 
24 ミシェル, 2021, p.116. 
25 遠藤[ほか]著, 前掲書, p.26, 28. 



生への高い期待、(7)多様な才能と学習法の尊重 26という 7 つの原則をまとめ、提示した。
その後、Arthur W. Chickering はこの 7 つの原則を当時そこまで普及していなかったコン
ピュータを使った教育にも応用できると考え、コンピュータを利用した教育実践について
研究を行なった 27。 
 これらの研究は約 30 年ほど前に行われた研究であるが、オンライン授業報告書の結果
は現在行われているオンライン授業においてもこれらの 7つの原則のいくつかが重要であ
るということを示しており、優れた教育実践を行っていくためにはこれらの 7つの原則が
重要であるということを再認識する結果となったとみることができる。 
 
1.4 1章のまとめ 
 ここまで授業形態について整理して様々な授業形態に対して学生がどのような評価を行
われたかということを確認し、分析を行なってきた。以上の議論を基に筆者の授業形態に
関する提言を述べることとしたい。 
 筆者は授業形態に関して次のように考える： 
(1)基本的な授業形態としては少人数・同時通信型(もしくは対面)が望ましいと考える。大
人数教室・オンデマンド型の授業は少人数・同時通信型と比べると学生・教員間のコミュニ
ケーション手段が乏しく、また大人数のため一人一人に対するフィードバックも十分に時
間が割ける状況にはことなどを鑑みると、今後オンデマンド授業の比率を減少させていく
ことが良いのではないかと考える。 
(2)大人数教室・オンデマンド型の代わりに大人数教室・ハイブリッド授業ということは選
択肢として考えられる。しかし、ハイフレックス型は飯尾淳が指摘する通り(i)通信環境な
どは TA など他の人に依頼するなどして教員が集中して授業に取り組める環境が必要であ
ること(ii)対面の学生とオンラインの学生の同時に集中力を向けることは難しい 28というこ
ともあってなかなか普及しないのではないかと推測している(普及するためには教員数や
TA の拡充などが必要となるだろうが、現時点では人材を確保してハイフレックス授業を拡
大させるよりは少人数授業を拡大させる方が筆者は良いと思う)。また、ブレンド型は少人
数授業であればコロナ禍でも可能であるが、大人数教室授業はコロナ禍ではほとんどオン
ライン授業となってしまうだろう。従って、代替としての可能性があるとすれば分散型であ
ると筆者は考えている。 
(3)MOOCなどをオンデマンド授業の代替として利用することは可能であるが現実的でな
いと考える。なぜならば吉見が言及するように MOOCは作成に手間も予算も非常にかかる
ものであり、一度収録された授業が大人数向けに使い続けられないと意味をなさないもの

                                                      
26 Chickering・Galmon, 1987.立田, 2021, p.63. 
27 Chickering・Ehrmann, 1996. 
28 飯尾, 2021, pp.85-86. 



であるが 29、そのような分野はごく少数の授業に限られるからである。さらに先ほど確認し
た通り、MOOC はやる気を引き出すことが難しい授業形態であることから手厚いサポート
が必要であることを考慮に入れると、より現実的な手段であるとは思えない。 
(4)筆者は資料配布型授業は他の授業形態と比べても学習効果が出づらいのではないかと
考えている。特に資料配布型授業は他の授業形態よりも高度な学習能力が必要であること
から初学年向けの授業には向いていないのではないかと考えている。もし実施するのであ
ればフィードバックを手厚くするといった事柄は必要不可欠である 30。それに加えて学習
者として成熟した学部高学年向けの授業で行われることが望ましいだろう。 
  

                                                      
29 吉見, 2021, pp.136-137. 
30 中林, 2020. 



2.望ましいオンライン授業日数について 
2.0 はじめに 
 ここまで、大学の授業方法という観点からオンライン授業について見てきた。次の課題
として考察しなければならないことはオンライン授業はどの程度実施されることが望まし
いだろうかということである。 
 そうしたことを考えるにあたって考えなければならないのは、オンライン授業という新
たな形式の授業形態がもたらす学生の身体的・精神的な影響である。特に精神的な影響に
ついては以前から若年層は精神的な疾患に罹患する割合が高いことが知られており 31、オ
ンライン授業によって生活環境が変わることによってどのような精神的な影響を受けた
か、ということはオンライン授業を今後実施していくために考えなければならない事柄で
ある。 
 こうした影響について以降 2.1章で精神的な影響、2.2章で身体的な影響について 1 年
半で行われたいくつかの調査研究を整理していく。 
 
2.1 コロナ禍におけるメンタルヘルスに関する調査研究について 
まず、日本の大学生のメンタルヘルスに関して秋田大学と九州大学のそれぞれの学生を

対象として行われた調査を確認しておく 32。秋田大学の調査では「男女ともに回答者の 1
割以上に中等度のうつ症状がみられた」33ことがわかり、「大学生のメンタルを健全に維持
させるために重要な因子」として「相談できる人の存在」・「運動(体を動かすこと)」こと
が重要であることを明らかにした 34。九州大学の調査では「睡眠時間などが増えた」こと
など良い影響も確認された一方で、「うつ病には至らないものの、精神的不調を自覚する
学生が増加している可能性が示唆された」ことや、「4割近くの大学生が孤独感を感じて」
いることなど、今までとは異なる生活スタイルでメンタルヘルスに悪影響を及ぼしている
ことがわかる 35。 
 このように大学生のメンタルヘルスに悪影響を及ぼしていることは分かったがそれがど
のようなストレスによって引き起こされたかということについていくつかの研究を確認し
ていこう 36。橋本剛の 2020 年６月に行われた心理学の授業を受講する主に大学 1・2 年生

                                                      
31 コロナ以前のデータとして川上憲人による日本全国を対象とした精神疾患に関する調査によれば 20-34 歳の精神疾
患の 12 ヶ月有病率は 11.0%(N=455)と他の世代と比較して約 2 倍ほどである(川上, 2016, p.41)。 
32 世界の大学生に関するメンタルヘルスの文献調査については梶谷・土本・佐藤, 2021、久木原, 2021 がある。 
33 秋田大学, [2020a] 
34 秋田大学, [2020b] 
35 九州大学, 2020, p.1. 
36 大学生のストレスや不安に関する論文として伊藤・栗本・白水, 2021, pp.25-37、鳥山[ほか], 2021, pp.61-72 があ
る。 



が対象となった調査 37では(1)コロナ禍ストレッサー尺度 38を作成し、どのような項目にお
いてストレスが高かったかということを調査し(2)その下位尺度として娯楽自粛・活動中
止・不規則生活・規律遵守 39という尺度が抑うつの尺度とどのような関係にあるかという
ことを調査した。こうしたことに加えて(3)コロナ禍以前と以後での対人関係のストレスに
ついても調べられた。その結果(1)ストレスを感じる項目については次項の表 1のようにな
り、「コロナ禍に伴うあらゆる出来事や制約がストレッサーとなっている」ことが明らか
になった。その一方で(2)「娯楽制限や活動中止はそれほどストレス反応に影響しない一方
で、不規則生活と規律遵守がストレス反応と関連した」という結果を得て「コロナ禍では
行事中止のようなライフイベントの悪影響が懸念されるという素朴な予測に反して、実は
むしろデイリーハッスルズのような日常生活における制約がストレス反応を促進している 
可能性」があることを指摘した 40。さらに(3)対人関係のストレスについては「コロナ禍前
(橋本,2005cなど)とさほど変わらず、特に対人摩耗がコロナ禍においてもストレッサとし
ての影響を示した」41と指摘した。 
  

                                                      
37 橋本, 2021. 尚、橋本自身が後述する通り、「回答者が低学年に偏っていたが故に、ストレッサーの経験頻度にも学
年の特徴が反映され、結果的に本研究の知見が高学年には該当しないであろう」と推測されることには留意する必要が
ある。 
38 橋本, 前掲書, pp.21-22. 
39 橋本, 前掲書, pp.21-23. 
40 橋本, 前掲書, pp.28-31. 
41 橋本, 前掲書, p.28. 対人ストレッサーについては橋本, 2005, p.58. 



図 1 橋本剛によるコロナ禍ストレッサー項目の平均値に関する表 42 

                                                      
42 橋本, 2021, p22. 



 



表 3 阪上巧による外出自粛中の各学年毎のストレッサー評価 43(10 件法による得点) 

 

 
次に、阪上巧によって行われた大学生 111 人(1年生 62 人、2 年生 16 人、3 年生 25

人、4 年生 8人とこの調査も低学年が中心の調査であることに留意する必要がある)にアン
ケート調査によって書かれた修士論文について確認する 44。この修士論文では(1)「外出自
粛時の大学生の生活に影響を与えるストレスに関連する心理的要因について検討」45され
(2)「セルフコントロールが外出自粛時におけるストレスを低減される要因になる」46とい
う仮説について分析を行われた。その結果、(1)外出自粛中の学年毎のストレッサー評価は
表 3のようになったことがわかった。(2)セルフコントロールとストレスの関係については
「各種セルフコントロール 47は直接ストレス反応である抑うつには影響は与えていないも
のの主観的健康維持能力 48を介して影響を与えていることが示唆され」49たと指摘した。 
 
2.2 コロナ禍における身体的な影響に関する調査について 
 ここまでは主にメンタルヘルスに関する調査報告について見てきた。ここからは身体的
な影響について幾つかの調査報告を見ていく。 
 まず、コロナ禍において身体活動量がどのように変化したかについて確認していく。そ

                                                      
43 阪上, 前掲書, p.11(1 年生の外出できないことへのストレスは 59ではなく 5.9 であると推測される)。 
44 阪上, 2021. 
45 阪上, 2021, p.5. 
46 同上 
47 阪上, 前掲書, p.3. 
48 阪上, 前掲書, p.4, pp.7-8. 
49 阪上, 前掲書, p.15. 



のためにまずはコロナ禍における運動実施日数の変化について確認していくこととする。
コロナ禍以前のデータを比較できるものとしてスポーツ庁の『スポーツの実施等に関する
世論調査』50がある 51。運動実施日数と実施種目について整理したのが表 4となる。この
表からわかるとおり(1)2019 年調査よりも週に 2回以上運動を実施する人の割合が増加し
(2)実施種目 TOP5をみると自宅の周辺でできる事柄について増加傾向が見られる。この
ことからテレワークやオンライン授業になってから運動不足であると感じている人たちが
自宅周辺でできる運動を実施していることがわかる。逆に言えばこうした機会を設けてい
ない人から見るとコロナ禍前よりも運動不足に陥っている可能性があるということを示唆
していることにもなる。 
次にコロナ禍に行われた大学生を対象とした身体活動量の調査を確認する。森山雅・幸
篤武による調査によれば、(1)2019 年 10 月時点と 2020年 5 月時点での身体活動量を比較
したところ「総身体活動量は 47.7%, 強強度身体活動量は 59.3%, 中強度身体活動量は
42.1%減少し, 座位時間は 36.9%増加」したことが明らかになり(2) 2020年 8月、2020 年
11 月は 2020 年 5月と比較してアルバイトや課外活動などが行えるようになったこともあ
って身体活動量が増加していることが確認された 52。また、今井智子の調査でも「身体活
動量 Ex,生活活動 Ex は自粛前に比べて自粛後に有意に低下し,運動 Ex は変化がなかった」
ことから自粛前と比較して運動量は変わらなかったものの身体活動量が少なくなったこと
が窺える。また、「アルバイトの有無別に Ex を検討したところアルバイトに従事していた
学生のみ生活活動 Ex の有意な減少が認められた」ということからアルバイトが身体活動
量に影響を与えていることが示唆される結果となっている 53。 
こうしたことから身体活動量については概ね減少しており、その原因としては課外活動や
アルバイトの減少が原因であることが分かった。また、今井の論文では生活活動に関する
運動量の減少が見られたことから日常生活における運動量も減少していたと推測すること
ができる。 
  

                                                      
50 スポーツ庁, 2020, スポーツ庁, 2021. 
51 その他の調査報告として厚生労働省の調査のものがあり、週 2 回以上 30 分程度の運動を 1 年以上行っている人の割
合は 20 代男性で 28.4%、20 代女性で 12.9%である(厚生労働省, 2020, p.25) 
52 森山・幸, 2021, pp.262-267. 
53 今井, 2021, pp.11-14. 



表 4 2019 年と 2020 年の運動実施割合と実施運動割合について 
 10代 54

男性 
20代男
性 

10代女
性 

20代女
性 

週 2日以上運動した人の割合 55(2019 年) 42.9 31.8 31.5 28.1 

週 2日以上運動した人の割合(2020 年) 46.1 42.1 47.5 37.5 

実施運動割合 56 
(2019 年 10 代 TOP5について) 

    

ウォーキング(散歩・ぶらぶら歩き・一駅歩き
などを含む)(2019年) 

63.9 65.3 67.2 69.2 

ウォーキング(散歩・ぶらぶら歩き・一駅歩き
などを含む) (2020 年) 

58.7 65.7 71.0 74.3 

自転車(BMX を含む)・サイクリング(2019年) 34.9 19.2 28.2 12.0 

自転車(BMX を含む)・サイクリング(2020年) 34.1 19.0 29.4 12.1 

ランニング(ジョギング)・マラソン・駅伝
(2019 年) 

35.7 36.2 24.4 18.9 

ランニング(ジョギング)・マラソン・駅伝
(2020 年) 

43.3 40.6 26.9 17.9 

階段昇降(2019 年) 28.2 23.8 27.7 21.9 

階段昇降(2020 年) 24.2 25.4 25.6 19.7 

トレーニング(2019 年) 23.0 23.5 15.5 16.6 

トレーニング(2020 年) 29.0 30.5 28.2 20.8 

                                                      
54 ここでいう 10 代とは 18 歳,19歳のことであり、中学生や高校生などは含まない。 
55 Q5 の「この 1年間に運動やスポーツを実施した日数を合わせると、何日くらいになりますか。この中から一つだけ
お答えください」という質問項目において「週に 5 日以上(年 251日以上)」・「週に 3 日以上(151〜250 日)」・「週に 2
日以上(101 日〜150 日)」の割合を合計したものである。 
56 Q4 の「この中にあなたがこの一年間に行なった運動やスポーツがあれば全部あげてください」という質問項目で作
成した。 



そのほかの身体的な影響としてデジタル機器の使用による目の疲れや肩こりなどの症状
を挙げる学生が多かったことも見逃せない。例えば 2020 年 7月に全国大学生活共同組合
連合会が全国の大学生に向けて行われた調査によれば目の疲れを訴えた学生は 4120 人
(45.3%,母数 9086)、肩こりを訴えた学生は 27.8%に及んだことがわかっている 57。こうし
たものは対面授業とは異なる点であり、オンライン教育を長期的に実施していく上では十
分留意する必要がある。 
 
2.3 オンライン授業日数の具体的な考察 
 ここまでの議論を振り返りながらオンライン授業日数について提言を行うこととする。 
 この章では、オンライン授業となったことによって大学生にどのような身体的・精神的
な影響が出たかということを確認してきた。精神的な影響としては活動自粛などによって
ストレスを感じることもあった一方で日常生活におけるストレスを感じる学生が多くいた
ことがわかる。オンライン授業に対するストレスも一定程度あったことがわかり、阪上の
調査で示唆されている通り、セルフコントロール能力の有無によってもオンライン授業を
はじめとした日常生活のストレスの影響が異なることが推測される。 
一方、身体的な影響としては課外活動など運動する機会が減少したことによって身体活

動量の低下が見られた。ただし、運動日数について見てみるとコロナ禍前と比較しても増
加傾向にあることがわかり、日常生活で減少した運動の機会を各自で補っていることも見
てとれた。その一方で、そうした習慣がない人から見ればますます運動から遠ざかってし
まうということも考えられる結果となった。 
以上を踏まえて筆者はオンライン授業日数について 2日程度(多くても週に 3日まで)で

はないかと考えている。第 1の理由として先ほどまで言及してきた身体的・精神的な影響
が大きいと考えている。特に今回確認してきたいくつかの調査ではオンライン授業を含め
て日常生活に関するストレスが非常に大きく、対面とは異なるストレスを感じていたこと
からも、今後もある一定程度の対面授業の機会は必要であると考える。 
身体的・精神的な影響以外の理由として 2つほど挙げたい。 
1 つ目の理由としてこれ以上の日数をオンライン授業の日としてしまうと十分にキャン

パスを利用することができなくなってしまうことである。今回のコロナ禍で注目されたこ
との一つとして学内施設が利用できなくなったことや対面授業の中止などによる不満から
行われた学費返還運動がある。この学費返還運動で注目しなければならないのは学費が高
すぎるということだけではなく、学内施設を利用できないということに対する不満も非常
に高かったということである 58。従って、オンライン授業の学習効果として一定程度の質
を担保することが可能であったとしても、学内施設の利用という観点から見ればそれは不
十分だろう。従って、少なくとも週の半分は対面など学内施設を利用できることを保証し
                                                      
57 全国大学生活共同組合連合会広報調査部, 2020. 
58 光本, 前掲書, pp.68-98. 



ていくことが必要であると考える。 
2 つ目の理由としてキャンパス内で起きる偶発的な出会いなどがオンラインの場では十

分ではないということである。今回のコロナ禍であらゆる物事がオンライン化され実施さ
れることとなった。その中で確かに一定程度の成果を挙げたものもあったと考えられる。
しかし、偶発的な出会いはオンライン上では十分に果たすことができないと感じた人も多
かったのではないだろうか。栗原康の言葉を借りれば現在の大学は「大学に来た目的をと
びこえて、おもしろいことをはじめてしまう」という元来持っていた特性を失ったことに
よって「未知と遭遇するその機会すら奪われ」、「それをうながす振動すら生まれない」状
況にあると言える 59。そういった状況を改善するためにはオンラインでは十分ではなく、
どうしても対面の場が必要である。そのためにあらかじめ対面授業など実際に大学に来る
日数を確保することは必要であると考える。 
  

                                                      
59 栗原, 2021, p.138. 



文字数(脚注も含む)： 

(1)本提言全体の文字数 (Word のスペースを除く機能でカウント) 23133 文字 

(2)参考文献文字数(Word のスペースを除く機能でカウント) 8163 文字 

表 1(Word のスペースを除く機能でカウント) 792 文字 

表 2(Word のスペースを除く機能でカウント) 952 文字 

図 1(Word のスペースを除く機能でカウント) 43文字 

表 3(Word のスペースを除く機能でカウント) 91文字 

表 4(Word のスペースを除く機能でカウント) 769 文字 

(3)図表全体文字数 2647 文字 

(4)図表(１図表 200 文字カウントしたもの) 200 文字×５ 1000 文字 

(5)表紙・謝辞・文字数に関する記述 1338 文字 

本提言文字数 (1)+(4)-( (2)+(3)+(5) ) 11985 文字 

謝辞(脚注修正前) 

本提言 1 週間前に 4人の方から校正していただきました。内容は誤字脱字・句読点などに関する指摘でした。改めてこ

の場を借りてお礼を申し上げます。 

 

本提言の修正にあたっての但し書き・謝辞(修正後) 

本提言は提出時は引用文献リスト等を除いて 21,000 単語程度(当初脚注にも参考文献リストに記述されている URL 等

が記述されており、スペースを除いた文字数として 28,000 文字程度)あった作品について最小限度の内容とした 12,000

文字となっております。本修正は文字数のカウントの仕方について筆者・学生課と論文審査委員会との意見の相違があ

り(筆者・学生課は脚注を除いて 12,000 文字であるという認識でした)、論文審査委員会での議論の結果、脚注も含めて

12,000 文字としてホームページに掲載することが決まったことによる修正となります。従って、今回の大幅な修正は論

文審査委員会の承認を受けての修正であることご承知おき下さい。変更内容は次の通りです： 

 

・脚注において様々な数値的なデータを示しながら議論していた箇所においてはその議論を削除し、読者に補ってもら

うこととした。(各参考資料を見れば議論の概略は十分わかると判断したため) 

・ところどころ本文に関連するような文献紹介について読者向けに書いた文章は今回の修正で削除した。 

・脚注につけていた参考文献に関する情報の表記の仕方を次のように変更した： 

(修正前)著者名, 出版年, 作品名(雑誌記事名), (雑誌の場合は雑誌名), 出版社 : 出版地, (URL, 取得日), ページ数 

(修正後)著者名(部署名について一部略記あり), 出版年, (必要であればページ数) 

従って、修正後は提言の最後にある参考文献リストから作品を探してもらうこととした。 

・第 3章のまとめ部分を削除した(本論文全体の議論には影響はありません) 

 

また、大幅に脚注の内容を削除した提言が修正前の提言と比較して読みにくいものとなっていないか、ということにつ

いて、追加で別の 1 名の方に校正の方を依頼しました。校正に協力してくださった方に改めてこの場を借りてお礼を申

し上げます。(2021年 1 月追記) 
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